
労働契約法の特例を設け、不安定雇用を温存、拡大する

研究開発力強化法等の改定案に反対し、廃案を求める声明

自民党、公明党、民主党、日本維新の会、生活の党は、２０１３年１１月２９日、衆議院

文部科学委員会で、自民・公明両党の議員提案による、労働契約法１８条の特例を定める「研

究開発システムの改革の推進等による研究開発能力の強化及び研究開発等の効率的推進等

に関する法律（以下「研究開発力強化法」という。）」及び「大学の教員等の任期に関する

法律」の改定案を強行可決した。

２０１２年８月３日成立、２０１３年４月１日施行の労働契約法１８条は、有期労働契約

の濫用的な利用を抑制し、労働者の雇用の安定を図ることを目的に、同一の使用者との間で

有期労働契約が反復更新されて通算５年を超えたときは、労働者の申込みにより、期間の定

めのない労働契約（無期労働契約）に転換できるルールを定めている。

ところが、研究開発力強化法等の改定案は、大学や研究機関で教育・研究に携わる有期労

働契約の研究者、技術者、教員、非常勤講師について、労働者が無期転換権を行使できるよ

うになる期間を「５年超」から「１０年超」に延長する労働契約法１８条の特例を設けてい

る。そして、特例を設ける理由として、「５年超」で無期転換権の行使を認める労働契約法

１８条のもとでは、予め更新上限を定める方法などにより、「５年超」になる前の雇止めが

頻発し、５年を超える研究プロジェクト等ができなくなることがあげられている。

しかし、予め更新上限を定めるなどして、労働契約法１８条を潜脱しようとする行為は、

厳しく規制されるべきである。労働契約法１８条を潜脱しようとする行為が予想されること

を理由に、その行為を容認し、無期転換権の行使ができるようになる期間を「１０年超」に

延長するなど、本末転倒もはなはだしい改悪である。このようなことでは、大学や研究機関

の有期契約の研究者、技術者、教員、非常勤講師は、長期にわたり不安定雇用のままに置か

れ、さらには「１０年超」になる前の雇止めも頻発しかねない。このような、何時雇止めに

なるかもしれない不安定雇用のもとでは、必要な人材は集まらず、教育・研究への集中も阻

害され、大学や研究機関における教育・研究は、停滞し、劣化するであろう。

労働契約法附則３項は、「施行後８年を経過後、労働契約法１８条について、その施行の

状況を勘案しつつ検討を加え、必要があると認めるときは、その結果に基づいて必要な措置

を講ずる」と定めている。施行後１年もたたず、いまだ無期転換権を行使できる労働者も現

れないうちに、雇用の安定を図ることを目的に定められた労働契約法１８条の趣旨を骨抜き

にするような特例を設けることは、およそ許されない。

さらに、労働法制に関する政策決定は、公労使の３者構成主義に則って行われるべきであ

る。ところが、研究開発力強化法等の改定案は、労使公益の３者からなる労働政策審議会の

審議を一切経ることなく策定されたものである。このように、改定案は、踏むべき手続をま

ったく無視しており、この点からもとうてい容認できない。

自由法曹団は、労働契約法１８条の潜脱行為を容認し、大学や研究機関の有期契約の研究

者、技術者、教員、非常勤講師の不安定雇用を温存、拡大する研究開発力強化法等の改定案

に反対し、その廃案を強く求めるものである。
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